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令和元年度決算財務書類

～統一的な基準による財務書類～



目次

1. はじめに・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1

2. 財務書類の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・2

3. 一般会計等財務書類

貸借対照表・・・・・・・・・・・・・・・・・3

行政コスト計算書・・・・・・・・・・・・・・4

純資産変動計算書・・・・・・・・・・・・・・4

資金収支計算書・・・・・・・・・・・・・・・4

4.  連結財務書類について・・・・・・・・・・・・・・5

5. 一般会計等、全体、連結財務書類

貸借対照表・・・・・・・・・・・・・・・・・6

行政コスト計算書・・・・・・・・・・・・・・7

純資産変動計算書・・・・・・・・・・・・・・7

資金収支計算書・・・・・・・・・・・・・・・8



- 1-

地方公会計制度

国は地方公共団体に対し、「資産・債務管理」「将来の施設の更新維持管理費の把握」を強く求めています。

平成18年6月2日に「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律（行革推進法）」が施

行され、同年8月31日に総務事務次官通知にて「発生主義の活用及び複式簿記の考え方の導入を図り、貸借対照

表、行政コスト計算書、資金収支計算書、純資産変動計算書の4表の整備を標準形とし、地方公共団体単体及び

関連団体等も含む連結ベースで…公会計の整備の推進に取り組むこと。（地方公共団体における行政改革の更

なる推進のための指針第6項参照）」と記されたことで、財務書類及び固定資産台帳の整備といった「資産・債

務管理」が急務となりました。

また、公共施設やインフラ設備の老朽化が進行し、合併自治体の交付税優遇措置の期限切れなどによる歳入総

額の減少も重なって、それらの更新・維持管理といった公共施設のマネジメントの在り方が喫緊の課題となっ

ています。具体的には、総務省が2014年4月に各地方公共団体に策定を要請した「公共施設等総合管理計画」の

策定等を通じた「将来の施設の更新維持管理費の把握」や将来的な公共施設等の維持管理に関する方針の策定

が求められています。

以上の流れを踏まえ、総務省「今後の新地方公会計の推進に関する実務研究会」では、現在、「基準モデル」

「総務省方式改訂モデル」と混在している財務書類を、「統一的な基準による財務書類」の作成に一本化する

よう示されました。この統一的な基準による財務書類では、以下の要点が挙げられています。

1. はじめに

●発生主義の導入・複式簿記（複式仕訳）の導入
複式簿記・発生主義会計を採用し、現金取引（歳入・歳出）のみならず、すべてのフロー情報（期中
の収益・費用及び純資産の内部構成の変動）及びストック情報（資産・負債・純資産の期末残高）
を網羅的かつ誘導的に記録・表示。決算統計データの活用からの脱却。

●固定資産台帳の整備
固定資産台帳の整備を前提とすることで公共施設等のマネジメントにも利用可能。

●比較可能性の確保
全国で統一的な様式を採用することで団体間での比較可用性の向上。

地方公会計制度のポイント

統一的な基準による財務書類は、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間を準備期間とし、全ての

地方公共団体において作成するように要請されています(平成27年 1月23日付総務大臣通知「統一的な基準によ

る地方公会計の整備促進について」)。

湯浅町はこの要請に基づき、令和元年度決算での、統一的な基準による財務書類を作成しましたので、その

報告を行います。
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財務書類4表構成の相互関係

統一モデルによる財務書類4表の相互関係は下図のとおりです。本町の財務書類4表についても下図の相互関係が確
認できています。

①貸借対照表の資産のうち「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末残高に本年度末歳計外現金残高を足したもの

と対応します。

②貸借対照表の「純資産」の金額は、資産と負債の差額として計算されますが、これは純資産変動計算書の期末残高と対応

します。

③行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は純資産変動計算書に記載されます。

財務書類とは
予算書や決算書などの今までの公会計とは別に、湯浅町の財務状況をあらわす新たな取り組みとして、下記の 4 表を作成しまし

た。これらをまとめて「財務書類」と呼びます。これは自治体の行政活動評価を行うための情報でもあります。

①貸借対照表（BS）

貸借対照表は、会計年度末に湯浅町が保有している資産と、その資産を取得するために使ったお金の調達方法をあらわしていま

す。現金の収支に注目するこれまでの決算書では表示することができなかった財産や負債等、これまでの資産形成の結果を知るこ

とができます。

②行政コスト計算書（PL）

行政サービスを提供する際に発生する支出のうち、資産の取得（土地や建物の購入等）に関わらない経常的な支出と、行政サー

ビスの対価として得られた収入を計上しています。

③純資産変動計算書（NW）

貸借対照表の純資産の部について、増加要因と減少要因を計上し、純資産が１年間でどのように変動したのかを示しています。

純資産の増加要因には、行政サービスの対価として支払われる以外の収入（税収や国・県からの補助金等）があり、減少要因には

、行政コスト計算書で算出される純経常行政コストや災害復旧等で臨時的に必要となった支出等が計上されます。

④資金収支計算書（CF）

貸借対照表の現金預金が１年間でどのように変化したのかをあらわしています。現金の使いみちによって「業務活動収支」、「投

資活動収支」、「財務活動収支」の３区分に分け、どのような行政活動にいくら使ったのかを示しています。

2. 財務書類の概要



貸借対照表の主な分析指標

純資産比率 58.3%

現在保有している資産について、現世代で

どのくらい既に支払ったかを示す指標です。

（純資産比率＝純資産合計（14,440,734千円）÷

資産合計（24,783,830千円）

◆有形固定資産・無形固定資産

道路や学校など、湯浅町が保有する公共施設の総額

◆投資等

特定の目的で積立てた基金や出資金の総額

◆流動資産

現金預金や現金化しやすい未収金等の総額

◆負債

地方債の残高や退職手当引当金などの総額将来世代
が負担する金額

◆純資産

道路や学校等の整備の財源として受けた国や県から
の補助金や地方税などの総額で、これまでの世代が
負担してきた金額
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貸借対照表 ( バランスシート )
貸借対照表（バランスシート）は、令和 2年 3月 31日時点で湯浅町が保有している資産と、その資産を取得するため

に使ったお金の調達方法をあらわしています。現金の収支に注目する従来の決算書では把握することができなかった湯

浅町の財産や負債など、これまでの資産形成の結果を知ることができます。

有形固定資産減価償却率 61.3%

償却資産の取得価額に対する減価償却累計

額の割合を求めることで、施設の老朽化具合

を示す指標です。（有形固定資産減価償却率＝償却

資産（31,345,699千円）） ÷ 減価償却累計額

（19,201,120千円）

（単位：千円）

3. 一般会計等財務書類

住民一人当たり資産額 2,088千円

決算年度末時点で保有している資産の総額

を同時点の人口で除し、住民一人当たりの資

産額を示します。（住民一人当たり資産額＝資産合

計（24,783,830千円）÷ 人口（11,869人（令和2年1月1

日時点））

これまでに湯浅町の一般会計等において整備を行ってきた資産の額は24,783,830千円になります。そのうち、すでに

支払は済んでいる額を示す、純資産は14,440,734千円（58.3％）になっており、将来世代に負担していくことを示す負

債は10,343,096千円（41.7％）となっています。

住民一人当たりの資産額は2,088千円で、一人当たりの負債額は871千円になります。

また、公共施設や道路や橋梁などの資産の老朽化具合を示す、有形固定資産減価償却率は61.3%となっています。

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債

事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金

立木竹 損失補償等引当金

建物 その他

建物減価償却累計額 流動負債

工作物 1年内償還予定地方債

工作物減価償却累計額 未払金

船舶 未払費用

船舶減価償却累計額 前受金

浮標等 前受収益

浮標等減価償却累計額 賞与等引当金

航空機 預り金

航空機減価償却累計額 その他

その他

その他減価償却累計額 【純資産の部】

建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）

土地

建物

建物減価償却累計額

工作物

工作物減価償却累計額

その他

その他減価償却累計額

建設仮勘定

物品

物品減価償却累計額

無形固定資産

ソフトウェア

その他

投資その他の資産

投資及び出資金

有価証券

出資金

その他

投資損失引当金

長期延滞債権

長期貸付金

基金

減債基金

その他

その他

徴収不能引当金

流動資産

現金預金

未収金

短期貸付金

基金

財政調整基金

減債基金

棚卸資産

その他

徴収不能引当金 △ 900 純資産合計 14,440,734

資産合計 24,783,830 負債及び純資産合計 24,783,830

101,158

4,050

-

5,889

782,670

681,512

△ 4,708

1,820,459

1,006,871

21,879

2,820,334

-

2,820,334

-

10,606

62,103

-

497,101

4,318

3,400,760

83,715

11,006

90,715

90,715

-

322,906

828,085

△ 538,381

△ 9,950,534

-

-

135,886

△ 113,631

15,728,028

55,923 23,751,930

6,248,854 △ 9,311,196

126,199

- 79,600

- 負債合計 10,343,096

-

- -

- 58,669

- 65,675

13,932 -

△ 2,786 -

14,535,322 -

△ 8,587,106 805,796

104,446 601,852

- -

22,963,371 9,537,300

19,471,896 8,508,237

△ 8,682 -

科目 金額 科目 金額

12,933,338 -

6,822,289 1,029,063
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行政コスト計算書
行政サービスを提供する際に発生する支出のうち、資産の取得（土地や建物の購入）に関わらない支出と、行政サービスの対

価として得られた収入を計上しています。経常費用が経常収益を上回っていますが、これは行政コスト計算書上の収入に、行政

サービスの直接的な収入のみを計上しているためです。

◆人件費
職員給与のほかに、賞与引当金や退職手当引当金の繰入額が計上されてい
ます。

◆物件費
物件費のほかに、施設の維持修繕費や減価償却費が計上されています。

◆その他の業務費用
支払利息、貸付金、火災保険料等が計上されています。

◆移転費用
移転費用には、社会保障給付や他会計への操出金、補助金等が計上されて
います。

◆経常収益
行政サービスの直接対価である使用料や手数料、財産貸付収入、現金利子、
雑入等などが計上されています。

純資産変動計算書
貸借対照表の純資産の部の増加要因と減少要因を計上

し、純資産が1年間でどのように変動したのかを示していま

す。

純資産の増加要因には、行政サービスの対価として支払

われる以外の収入（税収や国・県からの補助金等）があり、

減少要因には、行政コスト計算書で算出される純経常行政

コストや災害復旧等で臨時的に必要となった支出等が計上

されています。

純資産が昨年度よりも増加した場合は、負債の増加より

資産の増加のほうが多かったことを示しています。 逆に純

資産が減少した場合は、行政コストが多くかかっていたり、

資産の増加より負債の増加が多かったことを示しています。

資金収支計算書
貸借対照表の現金が1年間でどのように変化したのかを示し

ています。現金の使いみちにより、3つの区分に分け、どのよう

な行政活動にいくら使ったのかが分かります。

業務活動収支
行政サービスを行う中で、毎年継続的に収入・支出される金額が
集計されています。

投資活動収支
学校、道路等の公共施設の投資活動収支や、貸付金などの収入・
支出の金額が集計されています。

財務活動収支
地方債等の借入・償還等の金額が集計されています。

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

経常費用

業務費用

人件費

物件費等

その他の業務費用

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

臨時損失

臨時利益

純経常行政コスト

純行政コスト

7,479,996

40,512

437

7,520,071

139,890

126,081

2,751,210

1,187,716

844,890

665,131

53,473

232,306

92,416

7,712,302

4,961,092

932,684

3,902,327

科目 金額

前年度末純資産残高

純行政コスト（△）

財源

税収等

国県等補助金

本年度差額

固定資産等の変動（内部変動）

資産評価差額

無償所管換等

その他

本年度純資産変動額

本年度末純資産残高

△ 22,656

117,310

1,090,819

14,440,734

132

996,033

科目 合計

13,349,915

△ 7,520,071

8,516,104

6,533,848

1,982,256

【業務活動収支】

業務支出

業務収入
臨時支出
臨時収入

業務活動収支
【投資活動収支】

投資活動支出
投資活動収入

投資活動収支
【財務活動収支】

財務活動支出
財務活動収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高 1,006,871

362,738
本年度資金収支額 438,142
前年度末資金残高 503,054
本年度末資金残高 941,196

64,874
801

65,675

△ 1,069,439
-

688,918
1,051,656

2,239,123

386,424
1,144,843

-
3,308,562

40,512
7,779,548

科目 金額

6,980,617



地方公会計制度で求められている「連結財務書類」作成について、その対象となる会計は地方公共団体の一般会計の

みならず、公営企業会計をはじめとする特別会計、住民サービスの一端を担う一部事務組合・広域連合、市町村からの出

資金の他、負担金や補助金の点で地方公共団体と深い関係を持つ、地方三公社や第三セクターを含めることとなっていま

す。

※公営企業会計（法適用）や第三セクター・公社は、すでに固定資産情報の集約や複式簿記が採用されているため（決

算書にて、貸借対照表・損益計算書が掲載されている）、地方公会計制度の項目に合わせるための決算書の読み替えを行

います。
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本町においても、一般会計等、全体、連結財務書類の作成を行いました。

次頁では、各財務書類の結果を報告します。

会計区分 資産の区分 区分

一般会計等
一般会計

一般会計等財務書類
同和対策住宅新築資金等特別会計

公営企業(法適用) 水道事業会計

全体財務書類公営企業
(法非適用)

駐車場事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

国民健康保険事業特別会計

介護保険事業特別会計

後期高齢者医療特別会計

公社・三セク 社会福祉協議会

連結財務書類
一部事務組合

有田衛生施設事務組合

有田周辺広域圏事務組合（一般会計）

有田周辺広域圏事務組合（休日急患診療所特会）

有田周辺広域圏事務組合（介護認定審査会特会）

有田周辺広域圏事務組合（障害認定審査会特会)

有田周辺広域圏事務組合（新ごみ処理施設特会）

有田周辺広域圏事務組合（特別養護老人ホーム潮光園特会)

湯浅広川消防組合

有田老人福祉施設事務組合

市町村総合事務組合（非常勤公務災害会計）

市町村総合事務組合（議会議員公務災害会計）

市町村総合事務組合（学校医公務災害会計）

和歌山地方税回収機構

和歌山県住宅新築資金等貸付金回収管理組合

和歌山県後期高齢者医療広域連合

和歌山県後期高齢者医療広域連合（特別会計）

4. 連結財務書類について

（総務省「連結財務書類作成の手引き」168頁より）

本町における対象会計は、下図のとおりです。
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貸借対照表 （一般会計等・全体・連結財務書類）
一般会計等・全体・連結財務書類それぞれでの貸借対照表の値は、下図のとおりです。これまでに湯浅町では、

一般会計等で24,783,830千円、全体で27,330,638千円、連結で29,148,106千円の資産を形成してきました。

そのうち、純資産である14,440,734千円（一般会計等）、16,009,652千円（全体）、16,925,800千円（連結）に

ついては、過去の世代や国・県の負担で既に支払いが済んでおり、負債である10,343,096千円（一般会計等）、

11,320,986千円（全体）、12,222,306千円（連結）については、将来の世代が負担していくことになります。

5. 一般会計等、全体、連結財務書類

（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債

事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金

立木竹 損失補償等引当金

建物 その他

建物減価償却累計額 流動負債

工作物 1年内償還予定地方債

工作物減価償却累計額 未払金

船舶 未払費用

船舶減価償却累計額 前受金

浮標等 前受収益

浮標等減価償却累計額 賞与等引当金

航空機 預り金

航空機減価償却累計額 その他

その他

その他減価償却累計額 【純資産の部】

建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）

土地

建物

建物減価償却累計額

工作物

工作物減価償却累計額

その他

その他減価償却累計額

建設仮勘定

物品

物品減価償却累計額

無形固定資産

ソフトウェア

その他

投資その他の資産

投資及び出資金

有価証券

出資金

その他

投資損失引当金

長期延滞債権

長期貸付金

基金

減債基金

その他

その他

徴収不能引当金

流動資産

現金預金

未収金

短期貸付金

基金

財政調整基金

減債基金

棚卸資産

その他

徴収不能引当金

22,963,371 9,537,300

19,471,896 8,508,237

一般会計等 一般会計等連結

26,367,850

22,073,957

全体

24,836,861

21,235,890

科目
金額

科目
全体

10,389,800

12,933,338 -

6,822,289 1,029,063

- -

6,841,296

-

6,822,289

-

13,632,66712,933,338

14,535,322 -

△ 8,587,106 805,796

104,446 601,852

18,723,592

△ 12,157,705

234,052

14,535,322

△ 8,587,106

104,446

△ 8,682 -

13,932 -

△ 2,786 -

△ 91,512

14,539

△ 3,029

△ 8,682

13,932

△ 2,786

- -

- 58,669

- 65,675

-

-

-

-

-

-

- 79,600

- 負債合計 10,343,096

-

-

-

-

-

-

-

55,923 23,751,930

6,248,854 △ 9,311,196

126,199

71,434

7,775,244

370,462370,462

55,923

7,775,244

135,886

△ 113,631

15,728,028

631,218

△ 325,721

17,703,704

631,218

△ 325,721

17,703,704

△ 9,950,534

-

-

△ 10,927,874

-

-

△ 10,927,874

-

-

322,906

828,085

△ 538,381

323,455

2,298,950

△ 1,632,904

1,967,532

323,455

△ 1,440,224

90,715

90,715

-

99,824

99,824

--

99,312

99,312

3,400,760

83,715

11,006

4,194,069

21,612

11,00611,006

3,501,659

21,612

10,606

62,103

-

497,101

4,318

10,606

-

-

536,249

4,318

2,820,334

-

2,820,334

-

-

2,948,771

-

3,640,476

-

3,640,476

-

5,889

782,670

681,512 1,084,160

△ 4,708

1,820,459

1,006,871

21,879

△ 8,586

2,780,256

1,417,433

92,790

5,889

1,254,078

1,152,920

69,057

5,890

1,185,318

101,158

4,050

- -

101,158

16,839

101,158

16,839

-

△ 900 純資産合計 14,440,734
資産合計 24,783,830 負債及び純資産合計 24,783,830

△ 6,773

29,148,106

△ 6,771

27,330,638

-

-

69,314

65,675

79,821

11,320,986

△ 8,567

2,493,777

1,223,444

10,606

-

-

535,525

4,318

2,948,771

27,330,638

連結

11,157,360

9,701,426

-

9,288,390

-

1,052,174

-

49,236

931,186

1,403,605

-

52,329

1,064,946

737,280

81,548

26,028,069

△ 10,018,417

12,222,306

27,627,817

660,561

55,815

-

16,009,652

△ 10,702,017

2,603

-

-

93,260

69,403

80,852

16,925,800

29,148,106

金額
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行政コスト計算書（一般会計等・全体・連結財務書類）
一般会計等に比べて全体や連結では、移転費用が多かったため、経常費用の額が大きくなっています。また、経

常収益について、全体や連結の対象となる会計では、主な収入が使用料・手数料であるため、一般会計等よりも大

きくなる傾向があります。

純資産変動計算書（一般会計等・全体・連結財務書類）
一般会計等では、純資産が1,090,819千円、全体では1,407,580千円、連結では1,470,257千円増加となりました。

増加した理由としては、税収や国県等補助金の額が純行政コストよりも大きかったためです。

（単位：千円）

（単位：千円）

前年度末純資産残高

純行政コスト（△）

財源

税収等

国県等補助金

本年度差額

固定資産等の変動（内部変動）

資産評価差額

無償所管換等

他団体出資等分の増加

他団体出資等分の減少

比例連結割合変更に伴う差額

その他

本年度純資産変動額

本年度末純資産残高

科目
合計

一般会計等 全体 連結

△ 7,520,071

8,516,104

6,533,848

1,982,256

996,033

△ 22,656

117,310

1,090,819

14,440,734

14,602,072

△ 10,121,769

11,282,752

7,605,911

3,676,841

132

13,349,915 15,455,543

△ 11,834,320

13,052,056

8,517,096

1,160,983

4,534,960

1,217,736

- - 5,928

1,407,580

16,009,652

△ 16,264

262,725

-

-

132

△ 16,264

262,729

-

-

-

-

16,925,800

1,470,257

132

経常費用

業務費用

人件費

物件費等

その他の業務費用

移転費用

経常収益

純経常行政コスト

臨時損失

臨時利益

純行政コスト

7,712,302

4,961,092

932,684

一般会計等

金額
科目

7,520,071

全体

10,611,913

5,399,213

1,044,619

7,479,996

40,512

232,306

126,081

2,751,210

4,166,435

437

3,902,327

524,167

188,159

10,121,769

連結

12,485,371

6,294,788

1,477,803

4,620,147

8,312

10,087,746

42,335

5,212,700

11,834,320

8,355

685,035

11,800,336

42,339

6,190,583

196,838
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資金収支計算書（一般会計等・全体・連結財務書類）

本年度の資金の動きとしては、一般会計等では438,142千円、全体では428,812千円、連結では452,589千円の増加とな

りました。本年度の資金残高と本年度末時点の歳計外現金の残高を合算した結果、本年度末現金預金残高は、それぞれ

1,006,871千円（一般会計等）、1,223,444千円（全体）、1,417,433千円（連結）になりました。

（単位：千円）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出

人件費支出

物件費等支出

支払利息支出

その他の支出

移転費用支出

補助金等支出

社会保障給付支出

他会計への繰出支出

その他の支出

業務収入

税収等収入

国県等補助金収入

使用料及び手数料収入

その他の収入

臨時支出

災害復旧事業費支出

その他の支出

臨時収入

業務活動収支

【投資活動収支】

投資活動支出

公共施設等整備費支出

基金積立金支出

投資及び出資金支出

貸付金支出

その他の支出

投資活動収入

国県等補助金収入

基金取崩収入

貸付金元金回収収入

資産売却収入

その他の収入

投資活動収支

【財務活動収支】

財務活動支出

地方債償還支出

その他の支出

財務活動収入

地方債発行収入

その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

△ 709

68,608
795

69,403
1,417,433

1,348,030

64,874
801

65,675

0
0
0

40,634

452,589
896,150

△ 1,228,184

853,384
744,273

0
198,272

2,346,161
772,927

1,559,905

1,051,656

0
100,564

12,774,922
8,494,695
3,465,365

345,708
469,154

1,051,656

1,360,209

2,349
44

10,936

3,574,345
2,472,463
1,101,882

109,111

1,223,444

728,957

1,157,769

3,512,399
2,428,496
1,083,903

0
0
0

305,114
428,812

△ 1,236,511

746,542
638,462
108,080

1,051,656

2,275,888
772,927

1,500,612
2,349

0
0

665,131
53,473

11,692,055
5,455,322
1,483,075
3,757,821

1,051,656
0

2,589,784
339,585
301,253

99,624
10,819,233
7,588,611

40,512
122

440,268
1,482,501

40,629
40,512

117
440,267

1,006,871

0
362,738

65,675

0
2,239,123

40,512
0

386,424

本年度資金収支額 438,142
前年度末資金残高 503,054

688,918
580,838
108,080

1,051,656
1,051,656

本年度末資金残高 941,196

64,874
801

比例連結割合変更に伴う差額

3,308,562

7,779,548
6,527,754

895,200
86,213
270,381
40,512

771,943
1,464,831

2,349
0
0

△ 1,069,439

2,305,590
1,002,972

0
0

1,144,843

科目

58,615
2,751,210
1,187,716

844,890

金額

一般会計等 全体

9,858,662
4,599,811
1,053,172
3,374,115

72,964
99,560

5,258,851
4,311,724

847,503
0

77,052
137,374

6,236,733
3,381,333
2,754,836

連結

6,980,617
4,229,406

933,431
3,179,191

58,169


